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要旨：中央教育審議会初等中等教育分科会ではこれまで，5つの部会等において教育のデジタ

ル化に関する検討が行われてきた。本稿ではその検討内容について，学校図書館への言及がど

の程度あるか，教育のデジタル化の光と影について多く議論されている中で，特に影の部分が

どの程度考慮されているかに着目して検証を実施した。対象範囲は義務教育課程である。 
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１ はじめに 

 我々は，文部科学省（以下，文科省）の中

央教育審議会初等中等教育分科会（以下，初

等中等分科会）における教育のデジタル化に

関する検討内容について検証を実施した。対

象範囲は義務教育課程である。 

 2025年3月開催の日本図書館研究会におい

て発表した記録は，『図書館界』2025 年 7 月

号誌上ですでに報告済みである1。その際には，

「デジタル学習基盤特別委員会」（以下，学習

基盤委員会）と「デジタル教科書推進ワーキ

ンググループ」（以下，デジタル教科書 WG）

の２つに絞り，2025 年 3 月 31 日現在の情報

に基づき検討した。 

 本稿は，検討範囲をその他の初等中等分科

会関連部会およびワーキンググループに広げ，

また 2025年 8月 31日現在の情報に基づき， 
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改めて検討を行うものである。 

 我々は過去の研究において，学校図書館は

教育の情報化に関わる各種政策の中でほとん

ど取り上げられていないことを指摘した2。こ

こでは最近の検討過程で変化はあるのかを明

らかにするため，(A) 学校図書館への言及が

どの程度あるか，併せて検討する。 

 また，文科省は長年にわたり，初等中等教

育における「教育の情報化」の取り組みを進

めてきた。当初段階を踏んで行われていたが，

GIGA スクール構想によりその動きは加速し

た。当然のことながら，教育の情報化，デジ

タル化には光の部分もあれば，影の部分もあ

る。本稿では第二に，急速な情報化，デジタ

ル化の中で，その影の部分に十分な考慮がな

されていないのではないかとの仮説に基づき，

(B) 教育のデジタル化の光と影について多く

議論されている中で，特に影の部分がどの程

度考慮されているか，に着目して，各部会等

での検討内容を分析する。 

 

２ 検討対象とした部会等の概要 
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 初等中等分科会の下には現在，5 つの部会

等が設置されている。このうち，教育のデジ

タル化に関連するものを一覧したのが図１で

ある。 

まず大きく「個別最適な学びと協働的な学

びの一体的な充実に向けた学校教育の在り方

に関する特別部会」（以下，在り方特別部会）

と学習基盤委員会があり，さらに，前者の下

には「教科書・教材・ソフトウェアの在り方

ワーキンググループ」（以下，教科書等 WG），

後者の下には「次期 ICT環境整備方針の在り

方ワーキンググループ（以下，次期 ICT環境

WG），デジタル教科書 WGが設置されている。  

 以下に，これら 5部会等の設置目的および

検討事項，主なメンバー構成を示す。なお，

会議の開催方法はいずれも，対面(文科省会議

室)・ウェブ会議(遠隔参加)の併用方式である。

傍聴は事前申し込み方式によるウェブ上のみ

である。会議の議事録は公開されるが，

YouTube等による事後配信はない。 

 

 
図 1 教育のデジタル化に関わる部会等 

 

2.1 在り方特別部会3 

 2021 年 1 月の中央教育審議会答申「『令和

の日本型学校教育』の構築を目指して～全て

の子供たちの可能性を引き出す，個別最適な

学びと，協働的な学びの実現～」（以下、「令

和答申」）を受け，2022年 1月 14日，初等中

等分科会は在り方特別部会の設置を決定した。

部会長代理の一人に，文科省による GIGAスク

ール構想やデジタル教科書に関する委員会を

歴任してきた堀田龍也がいる。設置目的は，

デジタル化など社会変化が進む中で，次世代

の学校教育の在り方について検討することで

ある。特別部会としての報告書等は作成され

ていない。2023 年 2 月 20 日の第 3 回は，義

務教育の在り方ワーキンググループおよび高

等学校教育の在り方ワーキンググループとの

合同開催である。2 つのワーキンググループ

はいずれも，初等中等分科会のもとに 2022

年 10月 3日に設置された。 

また 2023年 4月 26日の第 4回からは，親

会議である初等中等分科会の期が変わり，本

部会のメンバーも改めて任命された。私立学

校の理事長兼校長が追加で任命されたこと，

自治体教育長 2名のうち 1名が交代したこと

以外には変更はない。2023年 9月 7日の第 5

回以降は初等中等分科会との合同開催である。

なお，第 5回以降は審議内容が多岐にわたる

ため，必要に応じて参照はするが，本稿の直

接の検討対象とはしない。 

 

2.2 教科書等 WG4 

 在り方特別部会の設置からおよそ 1年後の

2022年 2月 7日，部会の決定により設置され

た。設置目的は，親部会の目的であるデジタ

ル化などの社会変化のもとでの個別最適な学

びと協働的な学びの一体的な充実のために，

「教科書・教材のデジタル化を推進するとと

もに，既存の教科書・教材等との関係を整理」

することである。 

第 7回で「個別最適な学びと協働的な学び

の一体的な充実に向けた教科書・教材・ソフ

トウェアの在り方について～審議経過報告書

(案)～」が説明され，在り方特別部会の第 3

回で成案として報告された。第 7回を最後に

以後の開催情報はなく，これをもって活動を

完了したものと見られる。 

 

2.3 学習基盤委員会5 

 初等中等分科会は，2023年 4月 4日，第１

回会議で学習基盤委員会の設置を決定した。



 

3 

 

委員長は堀田龍也である。2025 年 2 月 12 日

までに計 6回開催されている。設置の目的は，

「デジタル学習基盤の整備・充実やそれを活

用した教育のデジタル化の推進について調査

審議を行うため」である。第 5回において，

委員会資料(資料 2)「デジタル学習基盤に係

る課題の整理(案)」が配布され，事務局から

の説明後に討議が行われた。その成案が 2024

年 11月に公開されている。 

 なお，本委員会は 2025年 3月 26日付で再

び初等中等分科会のもとに設置された。した

がって，2025 年 4 月 24 日開催の第 7 回から

は第 2期委員会となる。委員長には第 1期に

引き続き，堀田龍也が選任された6。 

 本稿の検討範囲は 2025年 8月 31日までで

あるため，第 7回も期間上は検討対象に含ま

れるが，期を跨いで検討内容にも変化がある。

よって，第 7回は検討対象に含めない。 

 

2.4 次期 ICT環境 WG7 

 本 WGは，平成 30年度以降の教育の ICT化

に向けた取り組みや，GIGAスクール構想を踏

まえ，令和７年度以降の学校の ICT環境整備

方針策定に向けた検討を行うことを目的とし

て，2023年 5月に設置された。学習基盤委員

会の委員長である堀田龍也が主査代理を務め

ている。2024年 7月に「次期 ICT環境整備方

針の在り方ワーキンググループ取りまとめ」

が公開されて以降，会議の開催はない。 

第 2回配布資料の末尾に今後の予定が記さ

れている。それによれば，WGでの取りまとめ，

学習基盤委員会での審議を経て，文科省で新

たな「ICT 環境整備方針」を策定，それを踏

まえ必要な経費を算定した上で，令和 7年度

以降の「教育の ICT化に向けた環境整備計画」

を策定との道筋である。 

 この流れを受けて，文科省は 2025 年 1 月

24 日，「令和 7 年度以降の学校における ICT

環境の整備方針及び学校の ICT環境整備 3か

年計画(2025～2027年度)について(通知)」を

発出した8。 

 

2.5 デジタル教科書 WG9 

 本 WGは 2024年 7月 12日に学習基盤委員会

により設置が決定された。主査は親委員会と

同じく堀田龍也である。2024年 9月 4日の第

１回以降，2025 年 2 月 14 日に第 6 回が開催

されるまで，短期間での検討が続いている。

設置の目的は，令和 6年度からのデジタル教

科書本格導入および標準仕様書，ガイドライ

ン，事例集の整備などデジタル教科書の活用

が進んできていることを念頭に，「次期学習指

導要領の検討や GIGA スクール構想第 2 期を

見据えつつ，デジタル教科書の効果・影響を

検証し，児童生徒の学びの充実の観点からそ

の在り方と推進方策について検討審議するこ

と」である。第 6回において，「デジタル教科

書推進ワーキンググループ中間まとめ」（以下、

「中間まとめ」）の案が資料配布され，同日付

で成案として公開された。 

 2.3の学習基盤委員会同様，2025年 4月 24

日付で，WG第 2期が設置されている。主査は

第 1期と同じ堀田龍也である。委員は 1名が

新たに加わったが，ほかは同じである。期は

跨いでいるが，「中間まとめ」を完成版に仕上

げることを目的として活動を継続しているこ

とから，こちらは 2025年 4月 28日の第 7回

から 2025年 7月 10日の第 10回までを検討対

象に含める。 

また 2025年 7月 10日の第 11回で配布され

た「デジタル教科書推進ワーキンググループ

審議まとめ（素案）」，9 月 24 日の第 12 回で

配布された同案を経て，10月 6日に成案が公

開された。素案および成案は検討対象期間外

であるが，必要に応じ参照する。 

 

３ 部会等における討議の検証方法 

 以下では前章で取り上げた 5つの部会等で

の討議内容を検証していく。検証は，(1) 議

事録の中で，以下に示す各語の出現頻度を確

認，(2) 討議結果のまとめが公表されている

場合には，その中身について検討，の手順で

行った。 

 出現頻度の確認に用いる用語は，本稿冒頭

で示した 2つの観点に関連するものを選択し

た。(A)の観点に関連しては，「学校図書館／
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室」，「図書館／室」（「学校図書館／室」を除

く），「司書」，「読書」の 4語を選定した。「司

書」には（図書館）司書，司書教諭，学校司

書が含まれるが，一定の件数が出現したとき

にこれらを区別することとした。 

(B) の観点に関連しては，まず，本稿で取

り扱う部会等のうち最も早い時期に開催のあ

った在り方特別部会の設置の 2年前（これは，

「令和答申」の１年前に当たる）を起点とし，

我々が本研究に着手した2024年8月を終点と

して，その期間に刊行された新書本を対象と

した。さらにその中でもある程度まとまった

形で ICTと教育の関わりについて述べている

書籍を 7点選定した。さらに，対象期間から

は外れるが，本研究が着目する ICTの「光と

影」の部分の中でも AIに関連して，比較的早

い時期に部会等の委員含め多数に読まれてい

るであろうという点，また本稿のまとめでも

取り上げているという点から，2018年刊行の

1点，新井紀子著『AI vs. 教科書の読めない

子どもたち』を加え、合計 8点を選定した10。 

それらの中で教育に関連した記述部分から，

筆者らが注目すべきと考える複数の語を抽出

した。 

 （B）について抽出した語を内容でグルーピ

ングし，同義語等を加えたものが表 1である。 

 

表 1  Bグループ抽出語一覧 

 

 

 なお，調査に用いた書籍には出現しなかっ

たが，ICT 利用時の懸念点として頻繁に取り

上げられる「個人情報」の語も，[B3 グルー

プ]に追加した。 

 また同じ語であっても，想定とは異なる意

味で用いられている場合（例えば，「多様(性)」

の語が「学びの多様性」ではなく，「多様な見

地から議論」，「多様な外部人材の参画」とい

った文脈で用いられていたり，「主体(性)」の

語が「学校の主体性」を意味していたりする

場合）はカウントしていない。 

 

４ 部会等における討議の検証 

4.1 在り方特別部会における討議状況 

4.1.1 部会議題 

 第 1回（2022年 2月 7日）から第 4回（2023

年 4月 26日）の議題を，部会長の選任などの

事務的な項目は省き，表 2に挙げた。 

 

表 2 在り方特別部会の議題 

第4回
2023.4.26

① 令和7年度以降の全国学力・学習状況調
査(悉皆調査)のCBTでの実施
② 誰一人取り残されない学びの保障に向け
た不登校対策「COCOLOプラン」について

第1回
2022.2.7

① 個別最適な学びと協働的な学びの一体的
な充実に向けた学校教育の在り方について
② ワーキンググループの設置について
③ 高校の新学習指導要領スタートを契機と
するこれからの高校教育について

第2回
2022.10.3

① 個別最適な学びと協働的な学びの一体的
な充実に向けた教材・ソフトウェアの在り
方（中間報告）について
② 義務教育に係る当面の検討事項について
③ 高校教育に係る当面の検討事項について

第3回
2023.2.20

① 個別最適な学びと協働的な学びの一体的
な充実に向けた教材・ソフトウェアの在り
方について（審議経過報告）
② 義務教育の在り方ワーキンググループ及
び高等学校教育ワーキンググループにおけ
る審議状況について（義務教育の在り方
ワーキンググループ論点整理案について／
高等学校教育の在り方ワーキンググループ
論点整理案について）

 
 

 本部会は教科書・教材・ソフトウェアの在

り方，義務教育の在り方，高等学校教育の在

り方の 3つのワーキンググループにおける審

議結果を持ち寄る場となっている。先述の通

り第 5回以降は初等中等分科会との合同開催

である。本部会単独での報告書等は出ていな

[B1グループ] 能力に関する語 

 読解(力)、記憶(力)、集中(力) 

 アクティブ・ラーニング／対話(的)／主体(的)／ 

深い学び、情報活用能力、記号接地、 

アブダクション／推論、直観(力)、 

創造(性／力)、熟慮 

[B2グループ] 情報の信頼性に関する語 

 フェイク／偽情報／(情報の)真偽／誤情報、 

あいまい情報、ポスト真実、信頼(性)、 

ハルシネーション／幻覚 

[B3グループ] その他 

 画一(化／性)、多様(性)、市場(化)、 

格差／二極(分)化（これらの語は、経済格差、教育格差、 

地域格差など、様々な文脈で出現する可能性がある）、 

自己責任、限界、権威(化)、公平、透明(性)、 

ブラックボックス、個人情報、 

安全(性)／セキュリティ 
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い。 

 教育の情報化との関わりでは，2024 年 12

月 24日に公表された「義務教育の在り方ワー

キンググループ審議まとめ」11は，「学びにお

けるオンラインの活用」に多くの紙幅を費や

し，「学校での学びをより充実させるとともに，

学びへのアクセスを保障するという観点から，

学校や子供たちの実態に応じ，オンラインを

積極的に活用していくことが求められる」と

の見解とともに，様々な活用方策を示してい

る。 

第 4回②の「COCOLOプラン」とは，文科省

が2023年3月に取りまとめた不登校対策の総

合計画である。その後，文部科学大臣を本部

長とする「誰一人取り残されない学びの保障

に向けた不登校対策推進本部」のもと，進捗

管理が行われている。「審議まとめ」でも，こ

うした不登校の子供たちへの対応が大きな焦

点の一つとなっている。 

 2025 年 2 月 12 日に公表された「高等学校

教育の在り方ワーキンググループ審議まと

め」12でも多様性への対応の視点から，遠隔

授業および通信教育の活用について様々な活

用可能性を示している。 

4.1.2 討議過程の検証 

 第 1回から第 4回までの議事録において，

第 3章で抽出した語の出現頻度の調査結果を

表 3に示す。全回通して出現頻度が 0だった

語は掲載していない。（以下同） 

 表 3を見ると，本部会では「対話(的)」，「主

体(的)」および「多様(性)」の語が頻出して

いる。とりわけ「多様(性)」の語は突出して

いる。本部会の主要議題が「個別最適な学び」

であることに起因する。 

 第 4回の議事録では ChatGPTについても多

く語られてはいた。しかし十分に議論が深ま

ってはいない。生成 AIの認知時期の調査によ

れば，2022年までにこれを認知していた割合

は 25%程度である13。生成 AI の問題点につい

ての議論に B2 群の語が全く出現しない理由

は，第 4回の開催時期（2023年 5月）による

ものと考えられる。 

4.1.3 討議結果の検証 

表 3 在り方特別部会議事録における各語の

出現頻度 

在り方特別部会 第1回 第2回 第3回 第4回

読解（力） 1 1 0 0

集中（力） 0 0 0 1

対話（的） 4 7 3 1

主体（的） 7 10 11 6

深い学び 1 6 3 0

情報活用能力 1 0 2 1

創造（性／力） 0 0 1 1

多様（性） 5 28 27 14

格差 0 7 0 1

二極（分）化 0 1 0 0

公平 0 0 1 0

個人情報 4 0 0 1

安全（性） 0 0 1 3

[B1グループ]

[B3グループ]

 

 

 本部会は現在も初等中等分科会と合同で継

続開催中であり，在り方特別部会としての「中

間まとめ」等は出ていない。よって討議結果

の検証を行わない。 

 

4.2 教科書等 WGにおける討議状況 

4.2.1 WG議題 

 本 WGの第 1回から第 7回の議題一覧を表 4

に示す。 

 第 3回①の中村委員はつくば市教育委員会

の指導主事で，発表論題は「つくば市におけ

る学習者用デジタル教科書活用について」，第

4回①の平川委員は広島県教育委員会の教育

長で，発表論題は「広島県の取組～個別最適

な学びの実現に向けて～」，第 5回①の渡辺委

員は日本学校保健会副会長兼日本医師会常任

理事で，発表論題は「デジタル教科書・教材

活用における課題と対応」であった。第 6回

③の発表者は鹿児島市教育委員会学校 ICT推

進センター所長で，委員ではない。発表論題

は「デジタル教材・ソフトウェア導入で見え

てきた学びの変革」であった。 

4.2.2 討議過程の検証 

 本 WGは議事録が公表されていないため，討

議過程の検証は行わない。 

4.2.3 討議結果の検証 

 ここでは，在り方特別部会の第 3回で成案

として報告された「個別最適な学びと協働的 
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表 4 教科書等 WGの議題 

第1回
2022.3.23

① 教科書・教材・ソフトウェアの在り方
について

第2回
2022.4.25

第7回
2023.1.30

① 個別最適な学びと協働的な学びの一体
的な充実に向けた教科書・教材・ソフト
ウェアの在り方について

第4回
2022.7.19

① 平川委員御発表
② 個別最適な学びと協働的な学びの一体
的な充実に向けた教科書・教材・ソフト
ウェアの在り方について

第5回
2022.8.25

① 渡辺委員御発表
② 個別最適な学びと協働的な学びの一体
的な充実に向けた教科書・教材・ソフト
ウェアの在り方について

第6回
2022.12.23

① デジタル教材・ソフトウェアの在り方
について
② 義務教育WGの審議状況について（御報
告）
③ 鹿児島私立学校ICT推進センター 木田
博所長 御発表

① 教科書・教材・ソフトウェアの在り方
について

第3回
2022.5.26

① 中村委員御発表
② デジタル教科書の令和6年度からの導
入に向けての留意すべき点
③ デジタルコンテンツとしてのデジタル
教科書の配信基盤の整備事業について

 
 

な学びの一体的な充実に向けた教科書・教

材・ソフトウェアの在り方について～審議経

過報告～」を取り上げる。 

 まず，全体構成を表 5に示す。 

本報告はスライド資料形式であるため，検

証にあたっては在り方特別部会第 3回の議事

録を参照しながら内容を確認する。 

前半は WG で委員から提起された意見のま

とめである。内容は多岐にわたるが，デジタ

ルと紙のハイブリッドを前提として考える点

については意見の一致をみている。 

デジタル教科書とデジタル教材との関係に

ついては，「デジタルで児童生徒が自由に様々

な情報に直接アクセスできることの方が良

質」，「教師が教えるためではなく児童生徒が

学んでいく上で，フリーコンテンツも教材と

して取り込んで考えたい」など，デジタル教

材の範囲はかなり幅広くとらえられているこ

とが見て取れる。 

一方，「児童生徒が膨大な教材へアクセスす 

表 5 教科書等 WG審議経過報告の構成 

デジタル教科書に関する委員の主な意見

　・デジタル教科書は「紙の教科書の内容を基本としたシンプルで軽い

　　もの」に関する視点

　・デジタル教科書の持つ「デジタルの多様なリソースにつながる

　　アクセス機能」に関する視点

　・通信環境や学習環境を踏まえて、デジタル教科書等の導入を円滑に

　　実施するための視点

　・教科等の特性や発達段階などを踏まえて、デジタル教科書の機能を

　　最大限、効果的に活用するための視点

　・デジタル教科書を段階的に導入すべき教科・学年に関する視点

　・紙の教科書とデジタル教科書の在り方に関する視点（教材を含めた

　　視点）

デジタル教材・学習支援ソフトウェアに関する委員の主な意見

　・デジタル教材等の機能等の充実に関する視点

　・デジタル教材等の多様な在り方に関する視点

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に関する委員の主な意見

　・個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に取り組む先導的な

　　実践事例を全国に広げていくための視点

　・教科書・教材等の在り方の中・長期的な方向性に関する視点

学習指導要領とGIGAスクール構想の関係について

デジタル教科書・教材・学習支援ソフトウェアの関係について

デジタル教科書の在り方について

デジタル教科書・教材・学習支援ソフトウェアの活用の在り方について  

 

る場面では，（中略）教師のコーディネート

の下で，学びを充実させる観点が必要」とい

った意見も見られる。また，情報アクセシビ

リティの観点も共有された。 

 学校図書館等への言及については，「デジタ

ル教材等の機能等の充実に関する視点」にお

いて「百科事典や新聞データベースのような

良質な教材に児童生徒がアクセスできること

が重要」との指摘が見られたにもかかわらず，

議事録中に図書館や読書に関する言及が全く

見られないことは，在り方特別部会の討議過

程の検証で見た通りである。 

 また，デジタル化の推進，デジタル教科書

等の活用が主要議題であるため，デジタル化

の影の部分への言及も，学校間・自治体間で

の格差是正の指摘を除き，見られなかった。 

 

4.3 学習基盤委員会における討議状況 

4.3.1  委員会議題 

 第 1回（2023年 5月 16日）から第 6回（2025

年2月12日）の議題は表6に示す通りである。

議題の中身について，タイトルだけでは分か

りづらく，かつ後の議論に関連するものを補

足する。 
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表 6 学習基盤委員会の議題 

① デジタル教科書推進ワーキンググルー
プにおける論点整理
② GIGAスクール構想に係る最近の動向

第5回
2024.9.30

第6回
2025.2.12

① GIGAスクール構想の現状
② 次期ICT環境WGの設置
③ 生成AIの学校現場での取扱いに関する
今後の対応

① 1人1台端末の活用状況
② 次期ICT環境WG第1回の主な意見
③ 令和6年度予算概算要求の概要
④ 教育データの利活用に関する有識者会
議の検討内容

① 義務教育の在り方ワーキンググループ
中間まとめ
② ICT環境整備に係る最近の動向
③ 「GIGAスクール構想の下での校務DX化
チェックリスト」に基づく自己点検結果
の報告
④ 教育DXに係るKPIの方向性

① デジタル教科書WGの設置
② GIGAスクール構想に係る最近の動向
③ 次期ICT環境整備方針の在り方ワーキ
ンググループ取りまとめ（案）

① 令和7年度以降の全国学力・学習状況
調査(悉皆調査)のCBTでの実施
② デジタル学習基盤特別委員会における
議論の整理
③ 「初等中等教育段階における生成AIの
利活用に関する検討会議」の検討状況

第1回
2023.5.16

第2回
2023.9.1

第3回
2024.2.26

第4回
2024.7.12

 

第 2回の③「令和 6年度予算概算要求の概

要」は，GIGA スクール構想・学校 DX 関係の

もので，総額 245億円のうち「GIGAスクール」

を冠する費目が 194億円で約 80%を占める。 

 第 2回の④「教育データの利活用に関する

有識者会議」は，2022 年 6 月 18 日，初等中

等教育局長名で文科省が設置したもので，

2024 年 12 月 19 日までに計 27 回の開催を数

える。2024 年 3 月 29 日に「教育データ利活

用の実現に向けた実効的な方策について（議

論のまとめ）」を取りまとめた。その直前の第

2回委員会で，検討内容が披瀝された。 

 第 3回の④「教育 DXに係る KPIの方向性」

の「KPI」とは Key Performance Indicator

の略で，重要業績評価指標を意味する経営学

の用語である。KGI（Key Goal Indicator）と

の違いについては，「KGIが 1年や 5年といっ

た長期間を対象とするのに対し，KPI は短期

間で結果のわかる数値を指標にするという違

いがある」14とされる。2013 年頃から政策目

標への導入事例が増えた。 

 第 5回の③は第 1回の③に対応するもので

ある。「初等中等教育段階における生成 AIの

利活用に関する検討会議」は初等中等教育局

長により，2024 年 7 月 17 日，設置決定され

た。2024年 7 月 25日から同年 12月 26 日ま

での短期日に計 7回を開催している。第 7回

に「初等中等教育段階における生成 AI の利

活用に関するガイドライン（案）」を提示，同

日付で成案になった。第 5回委員会の段階で

は，生成 AI会議は第 4回を終えたばかりであ

り，第 3回までに委員等から出された意見の

まとめが示された中間段階での報告である。

第 7回は第 2期委員会の初回にあたり，それ

までの検討状況のまとめと今後の検討内容の

確認に時間が費やされた。 

4.3.2 討議過程の検証 

 第 1回から第 6回までの議事録において，

第 3章で抽出した語の出現頻度の調査結果を

表 7に示す。 

 

表 7 学習基盤委員会議事録における各語の

出現頻度 

学習基盤委員会 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回

図書館 0 0 0 2 0 1

読解（力） 0 0 0 0 1 0

集中（力） 1 0 0 0 0 0

対話（的） 0 0 0 4 3 2

主体（的） 0 2 0 6 3 1

深い学び 1 0 0 2 3 2

情報活用能力 6 12 2 2 19 8

創造（性／力） 4 1 1 0 0 3

フェイク 2 0 0 0 0 0

ハルシネーション 0 0 0 0 2 0

画一（化／性） 0 0 0 0 1 0

多様（性） 0 1 11 1 2 2

格差 6 4 3 14 6 0

限界 0 0 0 0 1 0

透明（性） 4 0 0 0 1 0

個人情報 3 1 1 4 1 12

安全（性） 3 1 4 0 2 3

セキュリティ 8 15 17 14 27 15

[Aグループ]

[B1グループ]

[B2グループ]

[B3グループ]

 

この結果から合計 10 回以上使用されてい

る語は，全 41語中「主体（的）」，「情報活用

能力」，「多様（性）」，「格差」，「個人情報」，

「安全（性）」，「セキュリティ」の 7語であっ
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た。 

 基盤整備という委員会の性質もあろうが，

図書館や読書はほとんど議論にものぼらず，

ICT 化の懸念点についても，セキュリティや

個人情報，格差といった点に議論が集中して

いる。 

 「格差」に言及の多かった第 4回の議事録

を確認すると，この語が出現するのは GIGA

スクール構想の現状報告中で，地域間や学校

間での整備状況の格差，学習での利活用の格

差で 4回，他の委員の発言の中でも同様の文

脈で複数回出現している。 

 逆に，オンラインで活用可能な（おそらく

は無料ということが言外に想定されている）

リソース（動画を含む）で，経済格差を縮め

る文脈での使用もあった。 

 第 3回は「多様（性）」への言及が多い。こ

ちらは，「義務教育の在り方ワーキンググルー

プ」の中間まとめについての説明および，委

員からの反応の中での言及である。いずれも

多様性の尊重が重要であるという指摘であっ

た。また，奈良県の取り組みについて紹介す

る中で，「共通性の上で多様性を認めながら自

由に学べる環境をつくる」ことを目標にした

と述べられている箇所もあった。 

4.3.3 討議結果の検証 

 ここでは前項の結果も踏まえつつ，2.1 で

触れた 2024年 11月の成案「デジタル学習基

盤に係る現状と課題の整理」（以下，「学習基

盤課題整理））15に基づき，討議結果を検証す

る。 

 全体の骨格は表 8の通りである。 

 「学習基盤課題整理」は 03で「デジタル学

習基盤」の構成要素を整理している。その要

素は①児童生徒の端末，②通信ネットワーク，

③周辺機器，④デジタル教科書・デジタル教

材・学習支援ソフトウェア，⑤CBT システム

（MEXCBT），⑥教育データ利活用，⑦情報セキ

ュリティ，の 7つで，構成要素ごとに「経緯・

概要」，「現状」，「今後の課題」の順に展開し

ている。 

 続く 04では，情報活用能力の定義，探究的

な学びとの関係を踏まえた課題整理が試みら 

表 8「学習基盤課題整理」目次（抄） 

01 GIGAスクール構想前のICT環境

02 GIGAスクール構想

03 デジタル学習基盤の整備

04 学習の基盤となる資質・能力としての情報活用
能力の育成

05 デジタル学習基盤を土台とした学びの成果

06 デジタル学習基盤も踏まえた校務DXに関する
取組

07 これまでの総括と今後
 

 

れている。05は ICT機器の活用と「主体的・

対話的で深い学び」との関連，06 は校務 DX

の現状，今後の予定と当面の KPI，07が全体

のまとめである。 

 KPI については成案段階で挿入されたもの

であるが，第 3回委員会で既出であり，イン

プットのハード面は「1 人 1 台端末」と「ネ

ットワークの改善」，インプットのソフト面は

「GIGA×校務 DX」，「端末の積極的活用」であ

る。この両側面の推進により，円滑な活用の

前提条件の整備ができ，教員の苦手意識の軽

減と端末の積極的活用を進める，とされた。

またアウトカムとして，個別最適・協働な学

びの充実，情報活用能力の向上，学びの保障，

働き方改革への寄与を挙げている。 

 07の総括によれば，教師の計画的・意図的

な指導を前提として，以下の点が指摘されて

いる。 

 ・学校における ICT 環境は，7 つの構成要

素いずれにおいても段階的に進展してい

る。 

 ・デジタル学習基盤は，情報活用能力の育

成にもつながっている（と考えられる）。 

 ・デジタル学習基盤は，児童生徒の学びの

保障に大きな成果をあげている。 

 ・デジタル学習基盤は，個別最適な教材や

情報との出会いを通じて，学びの進化の可

能性を高めることにつながる（のではない

か）。 

 ・クラウド環境により，協働的な学びの充

実が可能になっている。 
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ここで，この討議結果の問題点として以下

を挙げておきたい。 

まず④「デジタル教科書・デジタル教材・

学習支援ソフトウェア」で，「教材整備指針の

改訂」に言及しているが，内容は，プログラ

ミング教育用のソフトウェア・ハードウェア，

拡大プリンター，視線入力装置などであり，

ハード面に偏っている。 

デジタル教材について，「教材整備指針との

関係等に留意しつつ，今後の検討が必要」と

されているが，ここでいう「教材」のイメー

ジが曖昧である。少なくとも学校図書館の蔵

書（電子書籍等を含む）は想定されていない。 

 「学習基盤課題整理」は情報活用能力の育

成に多くの紙幅を割いている。その中で，情

報活用能力の定義について，問題発見・解決

能力，言語能力との関係について 3つの考え

方を併記しつつ，2 つの方向性を提起してい

る。このうち案の 1は， 

デジタル技術の活用に焦点を当てた資

質・能力で，課題の設定，情報の収集，整

理・分析，まとめ・表現という問題を解決

するプロセスにおいて必要となるデジタ

ル技術（端末やクラウド環境等）を適切か

つ効果的に活用するために必要となる資

質・能力として位置付けるものである。（下

線筆者） 

というものであるが，下線部は，学校図書館

を活用した学習指導（司書教諭養成における

「学習指導と学校図書館」の内容）に深く関

連している。にもかかわらず，学校図書館へ

の言及がまったく見られない。 

「デジタル技術の適切な活用を促すため，

指導資料（動画教材など）の作成などを通じ

て，確実な指導の担保を図る」に学校図書館

はどれだけ貢献できるのか。 

文科省は YouTube MEXT Channelで GIGAス

クール授業動画例を配信している16。国語科

の例では小学校で児童自らが動画撮影してい

る場所が図書室であったり，情報の収集をタ

ブレット端末「等」となっているものの，学

校図書館を併用する視点はなかった。 

他の教科では，ごくわずか一足飛びに公共

図書館の電子資料の利用を取り上げるものが

あったが，まったく言及のない教科がほとん

どであった17。 

 「情報活用能力」と関連して 05の「デジタ

ル学習基盤を土台とした学びの成果」を見る

と， 

・全国学力・学習状況調査で，ICT 機器を活

用し，主体的・対話的で深い学びに取り組む

ほど，平均正答率が高いという結果 

・約 9割の児童生徒が ICT機器活用に高い効

力感を実感している。 

・SES（社会経済的背景）の低いグループで，

ICT 機器活用の効力感と挑戦心・自己有用

感・幸福感に最も高い相関関係 

・PISA2022で，日本は世界トップレベル 

・ICTを用いた探究型の教育の頻度は OECD平

均を大きく下回り，加盟国最下位 

といった結果が示されている。 

 「学習基盤課題整理」での考え方は，「ICT

機器を活用して主体的・対話的で深い学び」

を行うことが学力向上に繋がる，という論理

であろう。しかし，ICT を用いた探究型の教

育頻度は OECDで最低で，頻度の向上が必要と

されている。ICT が十分に活用されていない

にもかかわらず，PISAの成績が良好であるこ

とを示しており，他国では教育のデジタル化

への傾斜を見直す動きもみられる18。推進す

るのはよいが，教育のデジタル化の影の部分

を十分に考慮する必要を示唆しているのでは

ないか。 

 「地域間等の様々な格差」については，「各

自治体では，国による伴走支援も活用しなが

ら，域内の教育環境の向上に向けた更なる取

組が期待される」とある。文科省の令和 7年

度概算要求では，伴走支援として「GIGAスク

ール構想の加速化事業」を挙げ，「学校 DX戦

略アドバイザー」，「リーディング DX スクー

ル」，「情報モラル教育推進事業」，「児童生徒

の情報活用能力の把握に関する調査研究」の

4 つに対し，前年度の倍額である 6 億円が計

上されている。 

 「格差」の語は 5回の委員会を通じて多く

出現しており，格差是正のためには，教員へ



 

10 

 

の支援，ICT 支援員への支援，教育委員会側

への支援が必要であるとの指摘が多く見られ

る。加えて，週 3回以上の端末活用の実施は

9 割が行うようになってきているが，活用の

仕方に差が出てきていることを指摘する声も

あった。リーディング DXスクールは，先進校

の試みを他校にも広げていく意図があるが，

小・中・高併せて全国 200校程度の指定であ

る。１都道府県の学校種当たり，1～2校であ

る。この試みがどの程度の広がりを見せうる

のか疑問が残る。第 4回に委員の一人が指摘

するように，授業の DX化の目的，理念を共有

することがなければ，十分な広がりは期待で

きないのではないか。 

 また国は GIGA スクール構想の推進に当た

り，都道府県単位での基金の造成と共同調達

を進めたい意向である。次項で扱う「次期 ICT

環境 WG取りまとめ」においても,都道府県単

位での共同調達が GIGA スクール構想加速化

基金からの補助を受けるための要件となって

いることが明記されている。しかしながら懸

念点も多い19。こうした点の十分な議論は見

られなかった。 

 「学習基盤課題整理」の成案で追加された

KPI に関わっては，議論の中に学校図書館の

DX化を範疇とする項目はなかった。 

 

4.4 次期 ICT環境 WGにおける討議状況 

4.4.1 WG議題 

 第 1回から第 6回の議題はいずれも「次期

ICT環境整備方針の在り方について」である。

各回添付資料のうち，会議に関するルールや

委員名簿など事務的な資料を除くと，第 2回

から第 4回にいずれも資料として挙がってい

る「次期 ICT環境整備方針の検討について」

に基づいて検討が行われ，第 5回の「次期 ICT

環境整備方針の在り方ワーキンググループ取

りまとめ（素案）」，第 6回の同案に繋がって

いる。 

 第 2回資料の「次期 ICT環境整備方針の検

討について」を見ると，検討事項が(1)学校の

ネットワークの整備，(2)教員が使用する端末，

(3)次世代校務 DX環境整備，(4)セキュリティ

対策，(5)その他，の 5点である。検討事項数

は第 5回まで変わらず，個々の項目の下位内

容が増えている。  

4.4.2 討議過程の検証 

 第 1回から第 6回の討議内容の検証結果は

表 9の通りである。 

 特徴として，自治体間や地域間の格差問題

とセキュリティ問題に話題が集中しているこ

とが挙げられる。特に「セキュリティ」の語

が突出しているのには，4.3.1 で述べたよう

に，検討事項の一項目になっていることが大

きい。 

 第 2回および第 3回では，少数ながら「図

書館」や「司書」への言及があった。第 2回

においては，新潟市立大野小学校校長の発言

の中で，GIGA端末の予備機に関して，「指導

者という範囲では整備し切れない」者への一

時的貸与などが可能になればとの提言があり，

その例示として「図書館司書」が出現した。

第 3回においては，神奈川県立希望ヶ丘高等

学校校長の ICT支援員の立場に関する発言の

中で，学校における少数職種の例に養護教諭

と並んで学校司書が挙がった。 

 

表 9 次期 ICT環境 WGにおける各語の 

出現頻度 
次世代ICT環境WG 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回

図書館 0 1 0 0 0 0

司書 0 1 1 0 0 0

対話（的） 1 0 0 0 7 0

主体（的） 2 1 0 1 5 0

深い学び 0 0 0 0 2 0

情報活用能力 3 0 0 0 1 1

創造（性／力） 1 0 0 0 0 0

多様（性） 2 0 0 3 1 1

格差 5 7 0 1 5 2

自己責任 0 0 1 0 0 0

個人情報 1 1 0 0 0 0

安全（性） 0 1 0 0 0 0

セキュリティ 8 9 1 17 3 8

[Aグループ]

[B1グループ]

[B3グループ]

 
 

4.4.3 討議結果の検証 

 ここでは 2024 年 7 月に公表された「次期

ICT 環境整備方針の在り方ワーキンググルー

プ取りまとめ」20を検証対象とする。中身は

表 10の通りである。 

 3.の基本的な考え方によれば，次期 ICT環
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境整備方針の策定に当たって優先して目指す

べき方向は「①個別最適・協働的な学びの充

実」，「②情報活用能力の向上」，「③学びの保

障」，「④働き方改革への寄与」の実現である。

それを踏まえて，考慮すべき事項が列記され

ている。 

 前項でも見た通り，本 WG の性質上，GIGA

端末やネットワーク環境等をはじめとするハ

ード面での自治体間格差の改善や，セキュリ

ティ対策に重点が置かれている。 

 

表 10 次期 ICT環境 WG取りまとめ目次 
はじめに
1. 現行整備方針策定後の経緯等
2. 1人1台端末を学校に導入したことによる成果と課題
3. 次期ICT環境整備方針の基本的考え方
4. 1人1台端末の更新に向けて制度化された事項

（端末のスペックについて）（共同調達等について）（指導者
用端末について）（Webフィルタリングについて）（端末の故
障等への対応について）（付属物品等について）（その他地方
公共団体の責任において確実に実施すべき事項について）

5. 現行整備方針の改訂に当たって考慮すべき主な事項
5.1. 学校のネットワークの整備
5.2. 学習者用端末
5.3. 学習者用端末の利用環境
5.4. 周辺機器
5.5. 教員が使用する端末
5.6. 次世代校務DX環境整備
5.7. セキュリティ対策
5.8. ICT支援体制
5.9. その他
おわりに  
 

 ここで注目しておきたいのは，5.5「教員が

使用する端末」である。「指導者用端末は，目

指す学びを実現するために 1人 1台端末を有

効に利活用する観点から必要なものであり，

この観点からは，運用上の工夫も行いながら，

指導主事をはじめ，子供の指導に関わる多様

な職員が利用可能となるようにすることが重

要である。」（下線筆者）との記述がある。し

かし，「職員」部に付された脚注の例示では，

その使用は「バッテリーの劣化を防ぎ，OSが

適切にアップデートされた状態に保つ等のた

め，メンテナンスとして定常的に一定の利用

を行うこと」を目的としたものである。この

記述からは学校図書館における学校司書の使

用に当てはまるとは考えられない。 

 続く部分には「校務用端末」について，「引

き続き，必要な教職員が必要な場面で端末を

利用できる環境とすることが求められる」と

ある。学校司書にはこの部分が適用可能と考

えられるが，明示的ではない。 

 教育の情報化の影の部分については，有害

情報や違法情報のフィルタリングへの言及が

あるが，偽情報や誤情報，生成 AIの利用に伴

うハルシネーション等についての指摘は見ら

れない。また，セキュリティへの言及は 5.7.

で集中的になされているが，地方自治体に対

して教育情報セキュリティポリシーの策定・

見直しを求める内容である。 

 

4.5 デジタル教科書 WG 

4.5.1 WG議題 

デジタル教科書 WGの第１回では「学習者用

デジタル教科書をめぐる状況について」，続い

て「どのようにデジタル教科書を推進してい

くか」の検討課題について，事務局より報告

があった｡報告の前に，堀田主査が「ワーキン

ググループの名称は『推進ワーキンググルー

プ』ですから，デジタル教科書を利活用して

いくのだ，それに合わせて在り方を考えてい

くのだ，制度的なことを見直していくのだと

いう，そういうワーキングとなります」と，

本 WGの位置づけを明示した。 

第 2回から第 4回は，実際にデジタル教科

書を活用している現場および有識者からのヒ

アリングと自由討議である。そこで議題に代

わり，ヒアリング対象者が用意した資料の概

要を，表 11に挙げる。 

その後，第 5回ではこれまでの議論を踏ま

えた論点の整理が，第 6 回では中間まとめ

（案）についての審議が行われた。 

4.5.2 討議過程の検証 

 第１回から第 6回の討議内容について，検

証結果は表 12の通りである。 

この結果から合計 10 回以上使用されてい

る語は，全 41語中「図書館」，「集中（力）」，

「対話（的）」，「主体（的）」，「深い学び」，「多

様（性）」，「格差」の 7語であった。 

ここで特徴的であるのは，6回を通じて「対

話（的）」，「主体（的）」という語が多く出現

すること，そして第 3回において「読解（力）」，

「記憶（力）」，第 4回において「図書館」，「学

校図書館」への言及が集中していること，第 
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デジタル教科書WG 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回

学校図書館 0 0 0 2 0 0

図書館 0 0 0 11 0 0

読解（力） 0 0 6 2 0 0

記憶（力） 0 0 5 1 0 2

集中（力） 1 1 1 1 0 6

アクティブ（・）ラーニング 0 0 0 0 0 0

対話（的） 5 4 3 1 1 3

主体（的） 5 8 7 9 4 4

深い学び 2 0 1 2 2 3

情報活用能力 0 0 0 1 1 2

創造（性／力） 0 1 3 0 2 2

ハルシネーション 1 0 0 0 0 0

幻覚 1 0 0 0 0 0

画一（化／性） 1 0 0 0 0 0

多様（性） 5 0 2 10 2 2

格差 9 0 0 0 3 0

安全（性） 0 1 0 0 0 0

セキュリティ 1 0 0 0 0 0

[Aグループ]

[B1グループ]

[B2グループ]

[B3グループ]

表 11 デジタル教科書 WGにおける 

ヒアリング内容 

 

表 12 デジタル教科書 WGにおける各語の 

出現頻度 

4回ではそれとともに「多様（性）」の語も頻

出していることである。「格差」については第

1 回では多く語られているが，その後は少な

い。一方，「セキュリティ」や「個人情報」に

ついての言及はほぼ見られなかった。 

 ここで「図書館」への言及箇所を確認して

おく。 

鳴門教育大学教員養成 DX 推進機構長の藤

村が秋田県での取り組みを紹介し，「非常に信

憑性の高い」情報源のひとつに教科書と並び

図書館を挙げている。 

 もう一つは東京大学先端科学技術研究セン

ターの近藤がアクセシビリティとの関連で取

り上げた，国立国会図書館の電子図書館に関

するガイドラインである。ここで図書館の語

が頻出する。学校図書館について触れられて

いるのも同一箇所である。 

 最後が上智大学総合人間科学部教育学科教

授の奈須の発言で，「図書館・学校図書館の運

営の充実に関する有識者会議」（奈須はこの会

議のメンバーである）に参加して，図書館で

電子書籍提供サービスが拡大していることに

驚いたという箇所である。 

いずれも，学校図書館の資料を活用し，そ

れを教科書とどのように組み合わせて授業を

有効に展開していくかという話ではなく，図

書館への言及からの議論の展開もなかった。

ここでの図書館への言及は，次項で扱う中間

まとめに盛り込まれていない。また，最終報

告にも盛り込まれなかった。 

4.5.3 討議結果の検証 

 最終報告となる「デジタル教科書推進ワー

キンググループ審議まとめ～学びの可能性を

広げる教科書を～」（以下、「審議まとめ」）21

は検討対象期間外であるため，ここでは「中

間まとめ」22についての検証結果を中心に示

し，必要に応じて「審議まとめ」にも言及す

る。 

まず「中間まとめ」の目次は表 13の通りで

ある。 

「中間まとめ」の内容は，デジタル教科書に

は多くの利点が存在し，活用を推進していく

べきという基本方針の下，考えうるデメリッ

トは直ちに解決できるものではなく，デジタ

ル教科書のみ使用，紙の教科書のみ使用，両

方を併用，の 3つの選択肢を残した上で，そ

の選択は教科書採択者に委ねる，というもの

であった。そのほか，デジタル教科書も紙の

教科書同様に検定対象とする，デジタル教科

書からのリンク先は，教科書の範囲内と範囲

外とを明確に分ける，との内容も盛り込まれ

た。 

藤木真里佳（山梨市立加納岩小学校）英語学習者用デジタル教
科書に望むもの
廣瀬翔太（枚方市立東香里中学校）数学科デジタル教科書の利
点と課題
足立雄一郎（敬愛中学校・高等学校）私立DXハイスクール認定
校。数学科デジタル教科書の利点とデメリット
佐藤幸江（放送大学客員教授）外国語・英語の実践事例と導入
への期待
後藤匠（株式会社Libry）デジタル教科書の在り方についての
提言
渡部竜士（日本図書教材協会、全国図書教材協議会）教科書と
教材の役割や連携における現状と課題、今後の展望
山内祐平（東京大学大学院情報学環）デジタル教材の観点から
見たデジタル教科書の価値と可能性
バトラー後藤裕子（ペンシルバニア大学）デジタル教科書・教
材のメリットと注意点
藤村裕一（鳴門教育大学教授）紙の教科書の課題とデジタルオ
リエンティッドなデジタル教科書の可能性
中村めぐみ（みどりの学園義務教育学校）学校の現場から見た
子供にも先生にも嬉しい環境とは　ハイブリッド案
近藤武夫（東京大学先端科学技術研究センター教授）学習者用
デジタル教科書とアクセシビリティ保障

奈須正裕（上智大学）これからの学びとデジタル教科書

第2回

第3回

第4回
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はじめに

I. デジタル教科書をめぐる状況

1. デジタル教科書を取り巻く状況

（社会におけるICTの浸透）（新たな学びと学校教育におけ
るICTの活用）

2. デジタル教科書の現状

（制度的位置付け）（諸外国の状況）（発行・活用状況）
（活用の実態）

II. 今後のデジタル教科書の在り方

1. デジタル教科書の制度的な位置付けについて

（基本的方向性）（制度的位置付け）（紙とデジタルの良さ
を取り入れた学習環境）（教科書の範囲、内容・構成）（QR
コードなどを介して紙媒体の教科書と接続して使用されるコ
ンテンツの取扱い）（対象学校種・教科）（導入時期）（関
係者の理解）

2. 当面の推進方策について

（基本的方向性）

3. 更に検討を進める事項について

表 13 デジタル教科書 WG「中間まとめ」 

目次 

 

また，「教科書自体の内容や分量が大幅に増

加している中，教育現場では教科書の内容を

網羅的に教えなくてはならないという考え方

が依然として根強く，負担感を生んでいる実

態」に言及し，「教科書を網羅的に教えること

に縛られるのではなく，教科書に加えて学習

場面に応じて適切な学習材を選択して使用す

るという意識の改革に向けた取組を行う」こ

とが望ましいとされた。加えて，次期学習指

導要領検討における「生成 AI等が発展する中，

個別の知識の集積に止まらない概念としての

習得や深い意味理解を促す指導が重要」との

考えを踏まえ，教科書の記述は精選し，併せ

て多様な教材の活用の可能性を指摘している。 

 なお「審議まとめ」では，「教科書の紙部分

と二次元コードにより接続され，採択の判断

の対象となりうるデジタルコンテンツは，あ

くまで教科書の一部として位置付けられるも

のに限定して認めるべき」とされた。すなわ

ち，教科書において二次元コードは抑制的に

使用することを求め，使用した場合には，リ

ンク先もまた検定対象となることが，より明

確に示された。 

 また，教科書の網羅的教授の否定に関連し

て，「教科書を網羅的に教える必要はなく，そ

れは使用義務の観点からも許容されるもので

ある。いわば，教科書「を」教える教科書観

から，教科書「で」教える教科書観への転換

が求められていると言える」との記述が見え

る。この「教科書「で」教える」は，学校図

書館界で長く言い古されてきた文言である。

しかしながら，図書館についての言及は，前

述の通り本文にも無く，脚注にすら見られな

かった。 

ICT環境面の課題等は本 WGの検討外であっ

た。これも「審議まとめ」においても同様で

あった。 

 

５ まとめ 

  ここまで初等中等分科会における「教育の

デジタル化」の関する議論に焦点を置き，検

討を進めた。その結果，以下のことが明らか

になった。 

 第一に，いずれにおいても教育のデジタル

化ありきからの出発，推進と見られることで

ある。教育におけるデジタル化の影の部分に

ついての深い考察を議論の中に見出すことは

できなかった。 

初等中等分科会の他の柱である「初等教育

の在り方」に関連して，「初等中等教育段階に

おける生成 AI の利活用に関する検討会議」
23(調査協力者会議)が開催されている。そこ

では新井紀子(有識者)が，生成 AIを教育に利

用する際の問題点として，「ハルシネーション

には本質的な解決の見込みがない」こと，

ChatGPTのVer3.5以降，出力された文章を「正

確に解釈する高度な読解力がまず必要にな」

ること，「出力のファクトチェックをするため

の高度技能も必要にな」ることを，例を示し

つつ指摘している。その結果，「誤った情報を

教えっ放しにすることにつながったり，ある

いは教員の多忙が増すかのいずれかにつなが

る」惧れがあるという。 

さらに新井は，生成 AIが学習しているデー

タそのものに偏りがあり，登録会員しか見ら

れないサイトなどは対象外であること，現在

の児童・生徒の読解力のレベルと生成 AIの出

力をファクトチェックできるレベルとに乖離

があることなども指摘している。 

 学習基盤委員会(第 5回)の議事録には，本

検討会議の検討状況についての議題があるが，
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こうした生成 AIの本質に踏み込んだ議論，認

識は見られなかった。 

また，学校図書館は，教育課程のデジタル

化と校務のデジタル化の谷間で忘れ去られて

いることも，改めて強く指摘しておきたい。 

一方，総務省の取り組みの中に，図書館（た

だしここでの図書館は公共図書館である）と

の関係を見出すことができる。情報通信審議

会は「2030年頃を見据えた情報通信政策の在

り方」答申24で，メディア情報リテラシーと

デジタル・シティズンシップの重要性を指摘

している。国際大学 GLOCOMの保護者向けデジ

タル・シティズンシップ啓発教材やモデルプ

ログラムの開発，大和市での公共図書館での

実証ワークショップも取り上げられている。 

このことは 2023年 12月 12日の文科省「情

報活用能力に関する意見交流会」でも報告さ

れている25が，文科省でのその後の文書取り

まとめには影響を与えなかったようである。 

 今回，初等中等分科会での議論を見てきた。

文科省は独自に有識者会議や調査協力者会議

等も設置している。こうした会議によってあ

る程度の方向性をあらかじめ見定めた上で，

審議会での議論に持ち込み，そこでは微修正

はあっても大筋の変更は認めないという意図

がうかがわれるが，これについては今後分析

を進めていきたい。 

 

付記：文中で取り上げた報告書に限るもので

はないが，全体を通して，語彙・用語につい

てカタカナ表記の外来語や英単語の頭文字が

頻出している。議事録は発言をそのまま記し

ているのであるから致し方ないとしても，「中

間まとめ」などの報告書は公文書に準ずる記

述が必要であろう。 

文化審議会が公用文の表記について 2022

年 1月に発出した文書「公用文作成の考え方

（建議）（付）「公用文作成の考え方（文化審

議会建議）」解説」26を見ると，「専門用語や

外来語をむやみに用いないようにし、読み手

に通じる言葉を選ぶ。」とある。外来語につい

てはさらに，「語の性質や使う場面に応じて」

4段階での対応策を示している。「日本語に十

分定着しているものは，そのまま使う」，「日

常使う漢語や和語に言い換える」，「分かりや

すく言い換えることが困難なものは、説明を

付ける」，「日本語として定着する途上のもの

は、使い方を工夫する」である。 

経営学領域の用語や概念の安易な借用にさ

さやかな苦言を呈しておきたい。 
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 本書で新井は、AIに代替されない人材は「意味を

理解する能力」を持った人であり、「自分の考えを論

 

理的に説明したり、相手の意見を正確に理解したり、

推論したりできない学生」が文科省の唱えるアクテ

ィブ・ラーニングに取り組むことは困難で、「AIと共

存する社会で、多くの人々が AIにはできない仕事に

従事できるような能力を身につけるための教育の喫

緊の最重要課題は、中学校を卒業するまでに、中学

校の教科書を読めるようにすること」、つまり読解力

を獲得することである、と述べている。 

(2) アンデシュ・ハンセン『スマホ脳』（新潮新書, 

2020） 

 本書の第 7章「バカになっていく子供たち」から、

学校でのスマートフォンの利用に触れた「学校での

スマホ―敵か味方か？」を取り上げる。 

 ここで著者は、短編の小説をタブレット端末で読

ませた場合と紙の書籍で読ませた場合とでは、紙の

書籍で読んだグループのほうが、話の順番をよく覚

えていたというノルウェーの研究を紹介し、その理

由を「脳が文章に集中するよりも、報酬がないこと

を無視するのに貴重な処理能力を費やしてしまい、

結果として学びが悪くなるのだろう」と推測してい

る。著者自身も、「8～11歳の子ども約 4000人に記憶

力や集中力、言語能力を調べるテストを受けてもら

った」ところ、「スクリーンの前にいるのが 2時間未

満の子供たちは結果がよかった」こと、さらに睡眠

をしっかり取っている子供の結果がよかったことを

報告している。 

(3) バトラー後藤裕子『デジタルで変わる子どもた

ち：学習・言語能力の現在と未来』（ちくま新書, 20

21） 

 本書においてバトラー後藤は、2000年代以降に生

まれたいわゆるボーンデジタルの子どもたち（すで

に若者になっている者も含む）を「デジタル世代」

と括り、デジタル・テクノロジーの使用と言語発達・

言語能力との関係について論じている。「読解力」へ

の影響、「身体性や社会性、感情や情緒の伝達性」の

付加の重要さ、言語能力の格差の広がりを指摘して

いる。AIとの関係では、それが「学習の画一化を進

め、人間の言語活動の多様性・創造性を損なう方に

私たちを導いてしまうのではないか」との指摘も見

える。 

(4) 松岡亮二編著『教育論の新常識：格差・学力・

政策・未来』（中公新書ラクレ, 2021） 

 本書からは EdTechに触れた児美川孝一郎の担当章

を取り上げる。 

 児美川は Society5.0 にはフィロソフィーがなく、

それがもたらすのは「教育の公共性」の解体、学校

の解体であり、教育の「市場化」であると論じてい

る。学びが究極的に「自己責任」化されることや「格

差」の拡大にも懸念を示している。 

(5) 西垣通『超デジタル世界：DX、メタバースのゆ

くえ』（岩波新書, 2023） 

本書からは最終章（第 5章）の中でも「安心サブネ

ットと情報教育深化」と題した部分を取り上げる。 
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 西垣はアメリカ社会と日本社会の異質性に触れ、

「相変わらず直輸入したアメリカニズム一点張りで、

やれ DXだ、やれメタバースだと喧伝するだけ」では

うまくいかない、「国民生活のインフラの信頼性・安

全性」を政府が保障する必要がある、情報教育は「深

化と見直し」が求められるが、現在の情報教育は視

野が狭すぎる、「機械化の是非をめぐる直観力」が最

も大事である、と主張している。 

(6) 岡嶋裕史『ChatGPTの全貌：何がすごくて、何が

危険なのか？』（光文社新書, 2023） 

 本書からは初等中等教育ではなく、高等教育では

あるが、教育との関係を論じた第 4章「大学と社会

と ChatGPT」を取り上げる。 

 岡嶋は、AIが権威になりつつあり、学生の中には

「AIの限界を見極め、人間と AIにどうタスクを配分

すれば最善の結果と最適の効率を生み出すかを熟慮

できる」者もいれば、「AIを権威化し、AIの回答を

根拠に人生を回す」ような学生も出現する。つまり

二極分化する。後者は「AIが（たとえその中身がし

かけのわからないブラックボックスであっても）自

分よりずっともっともらしい回答を導いてくれるの

であれば、それに従って生きたほうが楽で責任も負

わなくてすむと考える」だろう。「大多数が AIに決

断を委ね、そうすることで公平で透明な社会が到来

する」などということにはならない、一部の「AIの

しくみを知っている者」が社会をデザインし、資源

を配分し、恣に振る舞う。岡嶋は「人は試行して、

挑戦して、未来を作ることができる。それが人の価

値だと思う」と主張し、多くの人が AIに振り回され

る社会に疑義を呈している。 

(7) 今井むつみ『学力喪失：認知科学による回復へ

の道筋』（岩波新書, 2024） 

 本書からは全体のまとめでもあり、今後の展望も

語っている終章「生成 AIの時代の子どもの学びと教

育」の部分を取り上げる。 

 今井は現時点では生成 AIの教育効果の測定データ

は無く、軽々にその是非を発言できないと慎重な姿

勢を示しながらも、短期的な指標で評価するべきで

はないこと、「子どもが基本概念に自分で（記号）接

地をし、アブダクションによって知識を拡張してい

く」ことが重要だということ、「ハルシネーション」

はひとつのリスクであるが、情報の信頼性やフェイ

クの判断を自分でしなくなってしまう人間ができて

しまうことのリスクに対し、より強い懸念を表明し

ている。 

(8) 佐藤卓己『あいまいさに耐える：ネガティブ・

リテラシーのすすめ』（岩波新書, 2024） 

 本書からは、教育について触れた部分の多い、第 6

章の 2「AI時代に必要な耐性思考」および 3「ネガテ

ィブ・リテラシーの効用」を取り上げる。 

 佐藤はメディアリテラシー教育論に懐疑的である。

「サイバーシティズン（電脳市民）がどれほどクリ

ティカルシンキング（吟味志向）をマスターしたと

 

ころで、情報の真偽がそう簡単に見分けられると考

えられるべきではない」との前提に立って、「私たち

に必要なのは AIが不得意とするあいまい情報に対す

るリテラシーである。その場合、むしろ消極的（ネ

ガティブ）な視点でメディアリテラシーを考えるべ

きではないのか。それは情報をやり過ごし、不用意

に発信しない力である。」、このネガティブ・リテラ

シーをもっていれば、「デジタル資本主義社会の広告

や『ポスト真実』時代のプロパガンダを適当にやり

過ごす生活は可能である」と説く。 
11 義務教育の在り方ワーキンググループ「義務教育

の在り方ワーキンググループ審議まとめ」令和 6年 1

2月 24日 https://www.mext.go.jp/content/202502

17-mxt_syokyo02-000040414_04.pdf  [確認日：2025

年 12月 31日] 
12 高等学校教育の在り方ワーキンググループ「高等

学校教育の在り方ワーキンググループ審議まとめ」

令和 7年 2月 12日 https://www.mext.go.jp/conte

nt/20250212-mxt_koukou01-000040207_01.pdf  [確

認日：2025年 12月 31日] 
13 モバイル社会研究所「【ライフスタイル】ChatGPT

のリリース以降に生成 AIを知った人が多く、高校生

の認知率が 77%で最も高い」2025年 5月 12日 https:

//www.moba-ken.jp/project/lifestyle/20250512.h

tml [確認日：2025年 12月 31日] 
14 『日本大百科全書』小学館（コトバンク所収） 
15 中央教育審議会初等中等教育分科会デジタル学習

基盤特別委員会「デジタル学習基盤に係る現状と課

題の整理」令和 6年(2024)11月 https://www.mext.

go.jp/content/20241204-mxt_jogai01-000038845_0

01.pdf  [確認日：2025年 12月 31日] 
16 文部科学省「各教科等の指導における ICTの効果

的な活用に関する解説動画」https://www.mext.go.j

p/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_00941.html

 [確認日：2025年 12月 31日] 
17 文部科学省が学校図書館活用動画を別途作成して

いるかといえば，これも否である。 
18 スウェーデンでは他に先駆けてデジタル教科書の

活用に取り組んでいたところ，政権交代を機に紙の

教科書に戻す動きがあった。このことは，デジタル

教科書 WGでも紹介されている。 
19 市区町村への調査によれば，端末価格の高騰への

懸念，都道府県主導で実施されることへの懸念，意

見の調整の難しさへの懸念などが示されている。 

「市区町村は GIGA端末価格の高騰と円滑供給に懸念

『GIGAスクール構想実現に向けたICT環境整備調査』

（2024年 8月時点）」『MM総研プレスリリース』2024

年 9月 5日 https://www.m2ri.jp/release/detail.

html?id=644 [確認日：2025年 12月 31日] 
20 次期 ICT環境整備方針の在り方ワーキンググルー

プ「次期 ICT環境整備方針の在り方ワーキンググル

ープ取りまとめについて(報告)」令和 6年 7月 htt

ps://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chuky
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o3/098/toushin/mext_01854.html [確認日：2025年

12月 31日] 
21 文部科学省「デジタル教科書推進ワーキンググル

ープ審議まとめについて」 https://www.mext.go.jp

/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/100/toushin/mext

_00012.html [確認日：2025年 12月 31日] 
22 文部科学省「デジタル教科書推進ワーキンググル

ープ中間まとめについて」 https://www.mext.go.jp

/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/100/toushin/mext

_00007.html [確認日：2025年 12月 31日] 
23 文部科学省「初等中等教育段階における生成 AIの

利活用に関する検討会議」 https://www.mext.go.jp

/b_menu/shingi/chousa/shotou/193/index.html 

[確認日：2025年 12月 31日] 
24 総務省「[報道資料]2030年頃を見据えた情報通信

政策の在り方」令和 5年 6月 23日 https://www.sou

mu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu20_02000001_

00007.html [確認日：2025年 12月 31日] 
25 本交流会は 2023年度に計 5回開催されており，有

識者の意見をまとめた文書が以下で公開されている。 

 文部科学省「情報活用能力の育成に向けた各有識

者の主なご意見」情報活用能力に関する意見交流会,

 令和 5年 12月 所収：「今後の教育課程、学習指導

及び学習評価等の在り方に関する有識者検討会（第 1

0回）」資料 5-2（令和 6年 3月 25日） 

 しかし概要に留まっており，詳細は不明であった。

そのため，発表者の次サイトから情報を得た。 

坂本旬「情報モラルと情報活用能力の新たなフレー

ムワークについて〜デジタル・シティズンシップの

観点から〜」2023年 12月 23日 https://note.com

/junsakamoto/n/nfece1f6fc30b [確認日：2025年 12

月 31日]  
26 文化審議会「公用文作成の考え方（建議） 

（付）「公用文作成の考え方（文化審議会建議）」解

説」令和 4年 1月 7日 https://www.bunka.go.jp/s

eisaku/bunkashingikai/kokugo/hokoku/pdf/936513

01_01.pdf [確認日：2025年 12月 31日] 

 

 ※公表年月の元号等の表記は，引用元の表記に従

った。 

 


